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主要ニュース 

【内政】  ●２１日，ヨハニス大統領が就任。 

      ●１７日，第４次ポンタ内閣が発足。 

【外政】  ●１６日，ベオグラードで開催された第３回中欧・中国首脳会合にポンタ首相が出席した。 

【経済】  ●２０１４年第３四半期の対前期比ＧＤＰ成長率を，速報値１．９％から暫定値１．８％（季節調整

後）に下方修正した。また，対前年同期比では速報値３．３％から暫定値３．０％(季節調整後)に下

方修正。 

  ●ルーマニアの２０１４年第３四半期のＧＤＰ成長率は対前期比で１．８％(季節調整後)，また， 

          ２０１４年１１月のインフレ率も１．８％となり，いずれもＥＵ２８か国で最高の数値となった。 

          ●１９日，２０１５年予算法が上下院合同本会議で成立した。同法は，２９日の憲法裁判所の合憲判

決を受け，同日，ヨハニス大統領に承認され，２０１５年社会保障予算法とともに３０日に官報告示

された。 

【我が国との関係】●１０日，マリオットホテルにて「天皇誕生日祝賀レセプション」が開催された。 

 

内政

■ヨハニス大統領就任 

・２１日，当国議会において大統領宣誓式が行われ，

ヨハニス大統領が就任した。 

 

【大統領就任演説のポイント】 

●今後５年間で，安定，価値の尊重及び平穏が支配的

となる社会を創出するため必要な法律の整備等に取り

組んでいく。そのためには言葉だけでなく，実際の行

動と目に見える成果が必要であるという国民のコンセ

ンサスが築かれる必要がある。ルーマニア人のメンタ

リティーにも変化が必要。 

●内政面では，①憲法の改正と近代化，②選挙法の改

正（議員定数の削減，郵便投票ないし電子投票導入を

含む），③政党に関する法律の改正（政党資金及び選

挙キャンペーンの在り方を含む）が重要。加えて，法

の支配，司法の独立及び汚職との戦いにも引き続き取

り組む。また，教育，医療，年金システムの改革が必

要。これらの公的制度が変革されたとき，ルーマニア

人は国外に将来を求めることが無くなる。 

●外交の３本柱は，①米国との戦略的パートナーシッ

プ，②ＮＡＴＯ及び③ＥＵへの帰属。米国との戦略的

パートナーシップの経済面，文化面への深化，ＮＡＴ

Ｏ加盟国としての安全保障の提供者となること，ＥＵ

内における存在感の向上が目標。モルドバの欧州統合

路線を支援する観点から今後数年間が重要。 

 

【就任演説概要】 

 私（ヨハニス大統領。以下同じ）に対するルーマニ

ア国民の信頼に感謝するとともにその信頼を誇りに思

う。私はすべてのルーマニア人にとっての大統領とな

ることを約束する。共産主義体制の崩壊から２５年を

経て，ルーマニア国民は再び民主主義にとっての勝利
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をもたらした。大きな期待が失望に変わるらないだろ

うかという不安はあるが，私はルーマニア国民に宣言

する，大きな期待は大きな成果をもたらすだろうと。 

 

 私の任期が終わるとき，ルーマニアには現在と異な

り，安定と価値の尊重，平穏が支配する社会環境が出

現しているようにしたい。そして，安定，価値の尊重

及び平穏は，間違いなく投資を引きつけるだろう。ル

ーマニアは，憲法改正や高速道路の建設に見られるよ

うに開始されたプロジェクトがいつまでだっても終わ

らない国であり続けてはならない。私の任期が終わる

とき，ルーマニアで始まったプロジェクトは全て完了

し，公的機関を安定的なものにし，持続可能な法律及

び規則を整備したい。もちろん，物事は一夜にしては

ならず，我々はこれらの実現に向けて取り組まなけれ

ばならない。 

 

 こうしたプロセスの最初の一歩は政治組織，とりわ

け政党の再構築である。私が要請した，①憲法の改正

と近代化，②選挙法の改正（議員定数の削減，郵便投

票ないし電子投票導入を含む），③政党に関する法律

の改正（政党資金及び選挙キャンペーンの在り方を含

む）に関する議論が始まっていることを嬉しく思う。

政治家の論理や政党の都合も理解するが，それと同様

に言葉だけの決定はもう要らないことを理解してもら

いたい。 

 

 法の支配，司法の独立及び汚職との戦いは今後も続

けられなければならない。これらの問題に関する大統

領の役割は重要であるが，すべての政治家がそのこと

をはっきりと理解しなければならない。私の任期が終

わるときには，汚職がもはや政治的論点に上がってい

ないことを望む。 

 

 再構築が必要な第二のものは，巨大な公的システム

である。これまでも多くの人が言ってきたように，教

育は優先的課題であり，医療システムの改革が必要で

あり，まともな生活が送れる年金システムが必要であ

る。 

 

 政府が教育や医療に必要な十分な予算を常に確保で

きるわけではなく，大きな変革は社会的，経済的，政

治的に好ましい条件が整うのを待っていたのではいつ

までも達成され得ない。ビジョンを持ち，責任と決意

を持って不断に取り組みを続けることで目標は達成さ

れる。そしてそのとき，ルーマニア国民は自身の将来

を国外に見いだすことをしなくなるだろうし，既に国

外にいる者たちも戻ってくるだろう。 

 

 外交政策に関しては，ルーマニアの政治家達はとも

に明確かつ不可逆的な選択をしている。外交政策の三

本柱は，①米国との戦略的パートナーシップ，②ＮＡ

ＴＯ及び③ＥＵへの帰属である。ルーマニアの外交政

策は継続的かつ予見可能なものである。ルーマニア大

統領として米国との戦略的パートナーシップを軍事的

な面だけでなく，経済や文化の面にまで深化させたい

と思う。ＮＡＴＯ加盟国としては，我々は安全保障の

受益者としてだけではなく提供者にならなければなら

ず，国防予算をＧＤＰの２％まで引き上げる必要があ

る。今後６か月以内に国防に関する国家戦略を策定し

たい。ＥＵ内におけるルーマニアの立場については，

欧州内において存在感を高め，より大きな発言権を得

ることを望む。 

 

 モルドバで行われた選挙において大多数が欧州統合

路線を支持したことを歓迎する。我々はこの結果に基

づいて今後数年間は同国に対する最も重要な支持者に

ならなければならない。 

 

 法律の改正は単なる一歩に過ぎず，メンタリティー

や習慣，行動様式も併せて変わらなければならない。

我々が過去のものとしなければならない習慣の一つが

自己満足のためだけの言葉である。我々は言葉だけで

はなく，行動及び測定可能な成果が必要であることに

ついてコンセンサスに達する必要がある。しかし何に

もまして，私は国民が力強くあることを望む。ルーマ

ニア国民は単なる個人の利益や野心，成功の集合では

ない。我々は，価値と目的を共有する一つの国民であ
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る。ルーマニア国民一人一人がこの国の一員であるこ

とに名誉に思い，誇りに思うことを望む。５年後には，

ルーマニアが変革と再建を通じて世界を驚かせる存在

になっているようにしたい。 

 

■第 4次ポンタ内閣の発足 

・１７日，大統領府において閣僚宣誓式が行われ，第

４次ポンタ内閣が発足した。同内閣は，２０１５－２

０１６年の重点課題として，特に，脱税対策を含む税

制改革，欧州基金の効率的活用，地方分権化を含めた

行政の効率化等を挙げている。 

第４次内閣の成立に際し，ポンタ首相（ＰＳＤ党首）

は，議会における第４次ポンタ内閣の承認（賛成３７

７，反対１３４）は同内閣が２０１６年の議会任期満

了まで継続することを議会が信任した証であると述べ

た。 

 

① 首相：ヴィクトル・ポンタ（ＰＳＤ，留任） 

② 副首相兼内務相：ガブリエル・オプレア（ＵＮＰ

Ｒ，留任） 

③地域開発・公共行政相：リヴィウ・ドラグネア（Ｐ

ＳＤ，前副首相兼地域開発・公共行政相） 

④農業・農村開発相：ダニエル・コンスタンティン（Ｐ

Ｃ，前副首相兼農業・農村開発相） 

⑤外相：ボグダン・アウレスク（無所属，留任） 

⑥国防相：ミルチャ・ドゥシャ（ＰＳＤ，留任） 

⑦公共財務相：ダリウス・ヴルコフ（ＰＳＤ，前予算

担当相） 

⑧経済・貿易：観光相：ミハイ・トゥドセ（ＰＳＤ，

新任） 

⑨エネルギー・中小企業・ビジネス環境相：アンドレ

イ・ジェレア（ＰＬＲ，新任） 

⑩法務相：ロベルト・カザンチューク（ＰＳＤ，留任） 

⑪運輸相：ヨアン・ルス（ＰＳＤ，留任） 

⑫保健相：ニコラエ・バニチョイユ（ＰＳＤ，留任） 

⑬環境・水利・森林相：グラツィエラ・ガヴリレスク

（ＰＬＲ，新任） 

⑭労働相：ロヴァナ・プルンブ（ＰＳＤ，留任） 

⑮教育・科学研究相：ソリン・クンペアーヌ（ＰＣ，

新任） 

⑯情報社会相：ソリン・グリンデアーヌ（ＰＳＤ，新

任） 

⑰欧州基金相：エウジェン・テオドロヴィッチ（ＰＳ

Ｄ，留任） 

⑱青年・スポーツ相：ガブリエラ・サボ（ＰＳＤ，留

任） 

⑲文化相：ヨアン・ヴルペスク（ＰＳＤ，新任） 

⑳議会関係担当相：エウジェン・ニコリチェア（ＵＮ

ＰＲ，留任） 

㉑在外ルーマニア人関係担当相：アンジェル・トゥル

ヴァル（ＰＳＤ，新任） 

㉒社会対話担当相：リヴィウ・ポップ（ＰＳＤ，新任） 

 

■大統領選挙後の与野党の動向 

【与党の動向】 

・５日，ポンタ首相は，インターネット・ニュースの

インタビューに答え，「もし党と国のための新たなプ

ロジェクトを行うためのチームを率いる人物が現れた

なら，私はその人物を心から支持する」と述べ，２０

１５年３月に行われるとされているＰＳＤ党大会にお

いて党首に立候補しない可能性を仄めかした。また，

もしヨハニス新大統領がＰＳＤから新たな首相を指名

する場合には首相職を退く考えはあるかとの質問に対

し，ポンタ首相は「ヨハニス新大統領の考え次第であ

るが，もちろんである」旨答えた（「アジェルプレス」

通信）。 

・１２日，ドラグネアＰＳＤ執行副党首は，同党中央

執行委員会において，県議会議長のポスト（いわゆる

「地方豪族」と呼ばれる地方有力者は県議会議長の職

に就いている人物が多い）について，ＰＳＤとして①

県議会議長と党の県支部長を兼ねることを禁止するこ

と，②県議会議長の県予算配分に関する権能を見直す

こと，③県議会議員(県議会議長は県議会議員の互選で

選出される）の三選を禁止すること，の３点を２０１

５年春に開催予定の同党党大会までに検討したい考え

を表明した。 

・１３日，ＵＤＭＲは，同盟代表者評議会を開催し，

同党の現連立与党／ポンタ政権からの離脱を最終的に
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決定した。 

 

【野党の動向】 

・１８日，ヨハニス次期大統領がＰＮＬ共同党首を辞

任したことを受けて（注：憲法の規定により大統領は

政党に所属することができない），ヨハニス前党首の

支持を得たゴルギウＰＮＬ副党首（同党報道官。３６

歳，女性）が新たなＰＮＬ共同党首に選出された。 

 

■大統領選挙関連 

・７日，ポンタ首相は民放ＴＶ局によるインタビュー

において，大統領選挙の敗因分析として，３つの要因

（「共産党」「汚職」「地方豪族」との連想）に加え，

いくつかの戦術的・戦略的ミスと自身の態度に問題が

あったことを認める発言を行った。また，自身の去就

については，２０１５年春に行われるＰＳＤ党大会に

おいて党首に立候補するかどうかは自身が内側から変

わることができるかどうかにかかっている旨述べた

（「アジェルプレス」通信）。 

・８日付「アデヴァール」紙は，大統領選挙第一回投

票時の在外投票所における問題が決選投票における有

権者の投票行動に如何に影響したかに関する世論調査

機関ＩＮＳＣＯＰによる世論調査結果を掲載した。 

「決選投票に行くかどうかに影響したか」 

大いに影響した          ２６．８％ 

 多少影響した            ９．８％ 

 影響しなかった          ５２．３％ 

 

「決選投票における候補者の選択に影響したか」 

 大いに影響した          ２２．５％ 

 多少影響した           ２０．１％ 

 影響しなかった          ５５．９％ 

 

■世論調査結果 

・８日及び９日付「アデヴァール」紙は，世論調査機

関ＩＮＳＣＯＰが１１月２７日から１２月２日かけて

実施した支持政党等に関する世論調査結果を掲載した。 

 

「ルーマニアで物事は良い方向に向かっていると思う

か」（括弧内は前回１１月の調査結果） 

・良い方向に向かっていると思う  56.3％（24.3％） 

・悪い方向に向かっていると思う  31.5％（68.2％） 

・分からない／無回答       12.2％（ 7.5％） 

 

「次の公的人物をどのくらい信頼しますか（「信頼す

る」「非常に信頼する」と回答した者の割合）」（括

弧内は前回１０月の調査結果） 

・ヨハニス次期大統領        60.0％（35.2％） 

・イサレスク中央銀行総裁     45.7％（42.6％） 

・ポンタ首相           26.1％（38.7％） 

・オプレスク・ブカレスト市長   23.0％（27.3％） 

・タリチャーヌ上院議長      22.5％（30.7％） 

・バセスク大統領         20.7％（17.3％）       

・マヨール・ルーマニア情報庁長官 19.0％（21.0％） 

・プレドイユＰＮＬ副党首     15.7％（12.2％） 

・マコヴェイ欧州議会議員     15.6％（14.2％） 

・アントネスク前上院議長     14.3％（12.5％） 

 

「次の日曜日に議会選挙が行われるとしたらどの政党

に投票しますか」（括弧内は前回１０月の調査結果） 

・ＰＮＬ（旧ＰＮＬ＋旧ＰＤＬ）  41.7％（31.8％） 

・ＰＳＤ＋ＵＮＰＲ＋ＰＣ     38.8％（41.9％） 

・ＰＭＰ             5.6％（ 6.4％） 

・ＵＤＭＲ            5.1％（ 5.3％） 

（以下は足切りラインの５％に届かず） 

 

【政党略称】ＰＮＬ：国民自由党，ＰＤＬ：民主自由

党，ＰＳＤ：社民党，ＵＮＰＲ：ルーマニアの進歩の

ための国民同盟，ＰＣ：保守党，ＰＭＰ：国民の運動

党，ＵＤＭＲ：ハンガリー人民主同盟 

 

外政 

■主な要人往来 

・１日，モルドバを訪問したアウレスク外相は，ゲル

マン・モルドバ副首相兼外務・欧州統合相のほか，テ

ィモフティ・モルドバ大統領，レアンカ・モルドバ首

相と会談した。 

・２－３日，アウレスク外相は，ブリュッセルで開催
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されたＮＡＴＯ外相理事会に出席した。同外相理事会

の機会に，アウレスク外相は，モゲリーニＥＵ外務・

安全保障政策上級代表，ヘイソム・アフガニスタン担

当国連事務総長特別代表，ストルテンベルグＮＡＴＯ

事務総長，ファビウス仏外相，シュタインマイヤー独

外相，スヘティナ・ポーランド外相と会談した。 

・４－５日，アウレスク外相は，バーゼルで開催され

たＯＳＣＥ閣僚会合に出席した。同会合の機会に，ア

ウレスク外相は，ケリー米国務長官，シーヤールトー・

ハンガリー外務貿易相，ベルチャシヴィリ・グルジア

外相と会談した。 

・１６日，ポンタ首相は，ベオグラードで開催された

第３回中欧・中国首脳会合に出席した（下記「第３回

中欧・中国首脳会合」参照）。 

・１８－１９日，バセスク大統領（当時）は，ブリュ

ッセルで開催された欧州理事会に出席した。 

 

■第３回中欧・中国首脳会合 

・１６日，ベオグラードで第３回中欧・中国首脳会合

が開催され，ポンタ首相が出席した。同会合後発表さ

れた首相府プレスリリースによると，第３回首脳会合

の主要な議題は，運輸，エネルギー，インフラ，農業，

研究開発，科学技術，環境保全及び人的交流といった

分野における地域横断的なプロジェクトについてであ

り，二国間及び地域における対話の強化，経済的関心

の増進ならびに協力の多様化を通じて本枠組み（１６

＋１）の役割がますます重要となっていることが確認

された。また，ポンタ首相は，同会合において，エネ

ルギー，農業，観光といった分野で協力を一層深化さ

せることへの関心を表明するとともに，エネルギー分

野における学会と経済界の間の経験とグッドプラクテ

ィスを共有するための対話・協力センター（Center for 

Dialogue and Cooperation）を設置することを提案し

た。 

 

■アフガニスタン関係 

・２日，アウレスク外相は，ＮＡＴＯ外相理事会の機

会に開催されたＩＳＡＦ終了後のアフガニスタン支援

（「確固たる支援」任務）に関する会合において，ル

ーマニアは最大６５０名の兵士を派遣する用意がある

旨発表した。 

 

■対「イスラム国」関係 

・３日，アウレスク外相は，ＮＡＴＯ外相理事会の機

会に開催された対「イスラム国」有志国連合会合に出

席し，ルーマニアは主に人道支援を通じて同連合を支

援していく考えを表明した。 

 

経済 

■マクロ経済 

・２日，国家統計局(ＩＮＳ)によれば，２０１４年１

０月の工業製品物価指数は，対前月比で０．４％低下

し，対前年同月比で不変。(ＩＮＳ) 

・３日，２０１４年第３四半期の対前期比ＧＤＰ成長

率を，速報値１．９％から暫定値１．８％(季節調整後)

に下方修正。また，対前年同期比を速報値３．３％か

ら暫定値３．０％(季節調整後)に下方修正。なお，第

３四半期ＧＤＰ成長に大きく貢献した分野は，工業（１．

４％），情報・通信（０．８％）で，農業及び小売も

プラスの貢献。反対にマイナスの貢献度となったのは，

建設業（－０．１％）と金融仲介・保険業（－０．１％）。 

 ２０１４年１月から９月までの対前年同期比ＧＤＰ

成長率は，３．１％(季節調整後)で据え置き。 

・３日，２０１４年１０月の小売り販売高(自動車，バ

イクを除く)は，前月比で０．８％(季節・労働日数調

整後)増加。また，対前年同月比は６．３％(季節・労

働日数調整後)増加。また，１～１０月の小売り販売高

(自動車，バイクを除く)は，対前年同期比で７．３％(季

節・労働日数調整後)増加。(ＩＮＳ) 

・４日，ユーロスタットは，ヘンリ・コアンダ国際空

港(ブカレスト)の２０１３年の年間利用客数が対前年

比で７．３％増加して７６０万人となり，ＥＵ２８か

国中で４４番目の空港となったと発表。（ユーロスタ

ット） 

・５日，２０１４年第３四半期の対前期比ＧＤＰ成長

率は，ユーロ圏１８か国で０．２％(季節調整後)，Ｅ

Ｕ２８か国で０．３％(季節調整後)だったと発表(前回

と変更なし)。対前年同期比では，ユーロ圏で０．８％
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(季節調整後)，ＥＵ内で１．３％(季節調整後，０．１％

ポイント下方修正)。ＥＵ内で最も高い対前期比ＧＤＰ

成長率はルーマニア（１．８％，０．１％ポイント下

方修正）で記録。（ユーロスタット） 

・８日，２０１４年１０月の新規工場受注高(名目)は，

対前月比で４．１％減少，対前年同月比では１．４％

増加。１～１０月の新規工業受注高(名目)は対前年同

期比で６．２％増加。(ＩＮＳ) 

・１０日，２０１４年１～１０月には，対前年同期比

で輸出はユーロ建てで６．８％(レイ建てでは７．６％)，

輸入はユーロ建てで６．２％(レイ建てでは６．９％)，

それぞれ増加し，同期間の輸出総額は４４０億１８０

万ユーロ，輸入総額は約４８８億５，８１０万ユーロ

となった。また，同期の貿易赤字は対前年同期比で３，

５９０万ユーロ増加して，４８億５，６３０万ユーロ

となった。(ＩＮＳ) 

・１１日，１１月の対前年同月比の消費者物価上昇率

は１．２６％となり，１０月の１．４４％から低下。

また，１１月の対前月比の消費者物価上昇率は０．１

９％の低下となり，１０月の０．１９％上昇からマイ

ナスに転じた。(ＩＮＳ) 

・１２日，１０月の工業生産高は，対前月比では０．

５％(季節・労働日数調整後)，また，対前年同月比で

では３．０％(季節・労働日数調整後)，それぞれ増加。

なお，２０１４年１～１０月の工業生産高は対前年同

期比では８．０％(季節・労働日数調整後)増加。(ＩＮ

Ｓ) 

・１７日，２０１４年１１月のインフレ年率に関し，

ユーロ圏１８か国で０．３％(１０月の０．４％から低

下），ＥＵ加盟国２８か国で０．４％(９月の０．５％

から低下)と発表。国別でみると，ＥＵ内で最も高いイ

ンフレ年率を記録したのは，ルーマニアとオーストリ

ア(ともに１．８％)及びフィンランド(１．１％)で，

逆に低い記録となったのはブルガリア(－１．９％)，

ギリシャ(－１．２％)，及びポーランド(－０．３％)。

(ユーロスタット) 

・アンドレイＩＮＳ局長は，ルーマニアの居住者数が

１９９２年から２０１４年までに１２．６％減少して，

２０１４年１月１日現在で１，９９４万７，０００人

になったと発言。(１８日付アジェルプレス通信) 

・２３日，ＩＮＳは，２０１３年のＧＤＰ成長率を３．

４％と下方修正した。これは，今年４月から会計基準

をＥＵ方式に変更したことに伴うもの。(ズィアル・フ

ィナンチアル紙) 

 

■ＩＭＦ，国際機関関係 

・２日，ＩＭＦ及び欧州委員会(ＥＣ)の代表団がルー

マニアに到着し，ポンタ首相，ポペスク公共財務相(当

時)及びヴルコフ予算担当相(当時)と会談。同代表団は

１０日までルーマニアに滞在し，２０１５年予算につ

いて関係者と協議を行う予定。(アジェルプレス通信) 

・９日，ポンタ首相は，ＩＭＦ，ＥＣ及び世界銀行(Ｗ

Ｂ)と，２０１５年のルーマニアの財政赤字を対ＧＤＰ

比で１．８３％(ヨーロッパ会計方式(ＥＳＡ)では１．

２％)とすることで合意したと発言。なお，この合意は

来年のＧＤＰ成長率が２．５％となり，所得税及び法

人税について現行の１６％単一税率を維持し，特別建

設(物)税を１．５％から１．０％に引下げることなど

を前提としている。(アジェルプレス通信) 

・テオドロヴィッチ欧州基金相は，１２月１２日現在

の欧州基金(２００７～２０１３年)吸収率が４５．

５％になったと発言。(２２日付アジェルプレス通信) 

・２２日，運輸省は，２０１４年末には欧州基金運輸

プログラムの基金吸収率が５８．５５％に達し，１１

億２，８００万ユーロを吸収すると発表。当初の吸収

目標であった１０億２，２００万ユーロよりも１億ユ

ーロ以上多くなった。(ズィアル・フィナンチアル紙) 

・ＥＣは，２０１４～２０２０年のパートナーシップ

協定に基づく実行プログラム２件(総額約１８億３，１

００万ユーロ，贈与分は１５億３，２００万ユーロ)

を初めて承認したと発表。(２３日付ナイン・オクロッ

ク紙) 

 

■産業界の動向 

・矢崎ルーマニア(矢崎総業)は，２，４００万ユーロ

を投資して，ブライラ県ブライラ市でワイヤーハーネ

スの新工場を建設し，１，５００人を雇用する予定で

あると発表。(９日付ナイン・オクロック紙) 
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・農業・農村開発省は，２０１４年１～９月に，農業

食品輸出が，対前年同期比で１１．２％増加して４０

億ユーロ以上となり，過去２０年間で最高額を記録し

たと発表。主な輸出品は，小麦(約７億７，０００万ユ

ーロ，４００万トン以上)，タバコ(約５億ユーロ，約

３万トン)及びとうもろこし(約３億９，０００万ユー

ロ，約１５０万トン)。(１６日付アジェルプレス通信) 

・ＯＶＭペトロム及びハント・オイル・ルーマニアは，

ブザウ県において新しい石油及び天然ガスの埋蔵場所

を発見。同発見は，ムンテニア地方(ルーマニア南東部)

における過去３０年間で最大の発見となる可能性があ

る。(１６日付アジェルプレス通信) 

・１８日，自動車生産輸入業者協会（ＡＰＩＡ）は，

２０１４年１～１１月の乗用車(新車)販売台数が対前

年同期比で２３．４％増加して７万６，５２５台とな

ったと発表。(ズィアル・フィナンチアル紙) 

・ジェレア・エネルギー相は，ガスプロム社がルーマ

ニアへの天然ガス供給量を３０％削減しているが，特

に心配する必要は無いと発言。(３０日付ズィアル・フ

ィナンチアル紙) 

 

■投資関連動向 

・２日，バセスク大統領(当時)は，上水設備及び下水

処理設備を含む，公共サービス社会資本設備の建設，

供給，修理，更新のために無償の欧州基金を使用する

ことが出来るようにするため，２００５年緊急政令第

１９８号に追加・補完を行うことを規定した２０１４

年緊急政令第３２号に署名した。（アジェルプレス通

信） 

・ヒドロエレクトリカ社はステジャル水力発電所(ネア

ムツ県)の発電設備を一新する計画を有している。設備

の予算は７，８７５万ユーロ(付加価値税除く)，設計，

施工管理サービスの予算は８０３万ユーロ(付加価値

税除く)など。入札は２０１５年１月２０日正午に実施

予定。(９日付アジェルプレス通信) 

・ベオグラードで開催された第３回中欧・中国首脳会

合に参加したルーマニア代表団は，エネルギー，農業

及び観光の各分野における中国との協力に関心を示し

た。(詳細は５ページの「第３回中欧・中国首脳会合」

を参照ください。)(１６日付アジェルプレス通信) 

 

■公共政策 

・３日，エネルギー庁はプレスリリースを行い，２０

１５年７月１日まで家庭用天然ガス価格の引上げは行

わないと発表。(ナイン・オクロック紙) 

・ＯＭＶペトロム社は，エネルゴコム（Energocom）社

との間で，２０１５年１月１日から，ヤシ＝ウンゲニ

間天然ガス・パイプラインを通して天然ガスをモルド

バに供給する同意書に署名した。契約期間は１年で，

供給開始直後は少量の天然ガスが送られる。 

同パイプラインは，現在ウンゲニ止まりであり，今

後２，３年以内に，ウンゲニからキシナウまでの約１

００キロメートルのパイプラインが建設される。 

また，Andrian Candu モルドバ経済相は，ガスプロ

ム社からモルドバへ供給される天然ガス価格が３７８

米ドル／１，０００立方メートルであるのに対し，Ｏ

ＭＶペトロム社からは２７７米ドル／１，０００立方

メートルで供給されると発言。（２３日付ナイン・オ

クロック紙） 

 

■財政政策 

・ルーマニア政府は，第３次補正予算に関する緊急政

令案において，税収及び支出の予算は１３億２，００

０万レイ増加させる一方，財政赤字は１４７億１，３

００万レイで維持し，対ＧＤＰ比で２．２％を維持す

る計画と発表。(２日付アジェルプレス通信) 

・公共財務省は，２０１５年予算に関して次のとおり

予算を増額すると発表。(１１日付アジェルプレス通

信) 

(1)投資    ２３．８(％) 

(2)運輸    １５．６ 

(3)教育     ７．９ 

(4)農業     ５．８ 

(5)保健・医療  ３．２ 

(6)防衛     ３．０ 

・１５日，公共財務省は１年物国債を，史上最低金利

となる１．６％で，１０億レイ分発行した。(アジェル

プレス通信) 
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・１９日，上下両院合同本会議で２０１５年予算法案

が成立した。なお，同予算は名目ＧＤＰ７，０９６億

レイ，ＧＤＰ成長率２．５％，平均インフレ率２．２％，

失業率５．１％という予測の基に作成されている。 

歳入： ２，２６３億レイ（ＧＤＰの３１．９％） 

歳出： ２，３９３億レイ（同３３．７％） 

財政赤字： １３０億レイ（同１．８３％）（アジェ

ルプレス通信） 

・公共財務省は，２０１４年の財政赤字が対ＧＤＰ比

２％に達したと発表。なお，納税期限を１２月２２日

まで延長したため，更なる税収が想定されている。(２

２日付アジェルプレス通信) 

・２９日，公共財務省は１１月末の財政状況について，

対ＧＤＰ比で０．０４％の赤字を記録したと発表。１

０月には対ＧＤＰ比で０．４％の財政黒字，１３年同

期には対ＧＤＰ比１．５３％の財政赤字であった。 (ア

ジェルプレス通信) 

・２９日，憲法裁判所は２０１５年予算法は合憲であ

ると判決した。同判決を受け，ヨハニス大統領は２０

１５年予算法及び社会保障予算法を承認し，両法は３

０日に官報告示された。(ズィアル・フィナンチアル紙) 

 

■金融等 

・２日，ルーマニア中央銀行(ＢＮＲ)は，２０１４年

１１月末の外貨準備高を，３１４億６，７００万ユー

ロ(１０月末の３２２億１，４００万ユーロから減少)，

金準備高は１０３．７トンで不変と発表。(ＢＮＲ) 

・１５日，２０１４年１月～１０月の経常収支等につ

いて次のとおり発表。(ＢＮＲ) 

(1)経常収支は２億６，３００万ユーロの赤字。なお前

年同期には６億７，５００万ユーロの赤字。 

(2)外国直接投資(ＦＤＩ)は，１５億９，１００万ユー

ロ(対前年同期比で１２．４％減少)であった。 

(3)中長期対外債務は，２０１３年末から１．８％減少

して，７７４億４，８００万ユーロとなった(対外債務

全体の８０．６％)。 

(4)短期対外債務は，２０１３年末から３．２％減少し，

１８５億９，３００万ユーロとなった(対外債務全体の

１９．４％)。 

・２３日，ルーマニアにおける２０１４年１１月の民

間貸付は対前月比で０．１％，対前年同月比で２．７％，

それぞれ減少。レイ建ての民間ローンは対前月比０．

５％，対前年同月比で９．１％，それぞれ増加し，一

方，外貨建て民間ローンは対前月比で０．５％，対前

年同月比で１０．３，ぞれぞれ減少。（ＢＮＲ） 

 

■労働・年金問題等 

・８日，２０１４年１０月の平均給与(名目)は２，３

５８レイ(約５２６ユーロ)で，対前月比で０．４％増

加。また，平均月給(手取り)は１，７０５レイ(約３８

０ユーロ)で，対前月比で７レイ(０．４％)増加。なお，

平均給与(手取り)が最も高かった業種は石油・天然ガ

ス採掘業(４，５００レイ，約１，０２２ユーロ)で，

反対に最も低かったのは宿泊・飲食業(９９８レイ，約

２２７ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・１０日，閣議において，最低賃金を，２０１５年１

月１日から９７５レイに，また，同年７月１日からは

１，０５０レイとすることを決定。(アジェルプレス通

信） 

・１６日，２０１４年第３四半期の年金受給者数は，

対前年同期比で６万３，０００人，対前期比で７，０

００人，それぞれ減少して，５３５万人となったと発

表。なお，同期の平均年金額は，対前年同期比で４．

８％，対前期比で０．１％，それぞれ増加して８４７

レイ(約１９３ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・１９日，国家雇用庁(ＡＮＯＦＭ)は，２０１４年１

１月末の失業率を，対前月比で０．０５％ポイント上

昇し，対前年同月比では０．４２％ポイント低下して，

５．１８％となったと発表。なお，同月の失業者数は，

１０月末から５，２２０人増加して４６万８，８４９

人となった。(ＡＮＯＦＭ) 

・１９日，２０１４年第３四半期の失業率が，対前期

比で０．２％ポイント低下して６．５％となったと発

表。なお，同期の若年失業率は２２．５％。(ＩＮＳ) 

 

■格付（２０１４年１月７日付） 

Ｆｉｔｃｈ 外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

  自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 
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Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（ポジティブ） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ－（ポジティブ） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ （安定的） 

               （内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

■日本語能力試験の実施 

・７日，ルーマニア・アメリカ大学においてルーマニ

ア日本語教師会の主催による日本語能力試験が実施さ

れ，４２２名（昨年度３６９名）の日本語学習者が受

験した。 

 

■天皇誕生日祝賀レセプションの開催 

・１０日，マリオットホテルにて「天皇誕生日祝賀レ

セプション」が開催された。同レセプションにはゼグ

レアン憲法裁判所長官，スタノエビッチ在外ルーマニ

ア人担当相，コルラツェアン元外相を始めとするルー

マニア政財界要人，当地外交団等，約３２０名が参加

し，日本企業による新製品の紹介やＪＥＴＲＯブカレ

スト事務所によるルーマニア進出日系企業マップの展

示等も行われ，盛況となった。 

 

■各種日本関連行事の開催 

・１１－１７日，チネマテーカ・ロムーナにて日本映

画祭が開催され，「笑う蛙」，「青い春」など，２０

００年代の日本映画作品等が上映された。 

・１２日夜から１３日朝にかけて，ブカレスト大学外

国語学科学生自治会主催の「日本の夕べ」が同大学キ

ャンパス内で開催された。当館高松書記官が講演会を

行った他，寿司，空手，書道等の日本文化に関する様々

なワークショップ等が行われた。 

・１５日，ディミトリエ・カンテミール大学において

「春待月祭り」が開催され，演劇や歌，ポップカルチ

ャー等の日本文化に関するパフォーマンスが行われた。 

 


